
別添様式第２９号（第４の２の（２）関係）
　債権保全評価表　                                                                      （就農施設等資金用）
	申
請
者
	ふりがな
	取
扱
農
協
	農協         支店
	借入希望額：
千円　

	
	氏　　名
	
	
	

	
	
	
	
	債務保証の希望の有無     有   ・   無

	
	住　　所
	
	
	連帯保証人　　　　　　　　　　　　 人

	
	
	
	
	就農認定番号     岐    　－


	
	確　　　　　認　　　　　内　　　　　容
	判 定
	総 合

	１
申
請
内
容
審
査
	１
対象者
	Ａ　認定就農者（経営開始後５年以内かつ認定後10年以内の者に限る。）
	
	

	
	
	Ｂ　組合の地区内に住所を有する組合員又は組合員となる見込みのある者
	
	

	
	２
貸付金
の合計
限度額
	Ａ　３，７００万円（青年の場合）、２，７００万円（中高年の場合）の枠以内か
	
	

	
	
	Ｂ　２，８００万円（青年の場合）、１，８００万円（中高年の場合）を超える場合
　　　融資率は、上限を９００万円とし、事業費の５０％までか
	
	

	
	
	Ｃ　基金協会による保証限度額　　　　　　　（原則、融資対象物件以外無担保・無保証人）
３，７００万円以内（青年の場合）、２，７００万円（中高年の場合）か
	
	

	
	３
自
己
資
金
	今回の事業費に自己資金が含まれているか
	
	

	
	
	
	ａ　農協に口座が開設されている。
	
	

	
	
	
	ｂ　他金融機関の預貯金残高を把握している
	
	

	
	
	
	ｃ　ａとｂの合計額で自己資金相当額がまかなえる。
	
	

	
	
	
	ｄ　上記ｃで自己資金が不足する場合の資金調達方法（　　　　　　　　　　　　　　　）
	
	

	
	４
申
請
書
	Ａ　印鑑                    登録印を使用している。
	
	

	
	
	Ｂ　償還期間（据置期間）    法定期間内である
	
	

	
	
	Ｃ　申請額　　　　　　　　　貸付対象外の物は含まれていない。
　　　　　　　　　　　　　　（千円単位、千円未満切り捨て）
                            ２～５年度　事業費の50%又は900万円　いずれか小さい方
	
	

	
	
	Ｄ　償還方法　　　　　　　　均等年賦　均等年半賦　均等月賦のいずれかか
　　　　　　　　　　　　　　（１回の償還額は千円単位、端数は第１回償還に加算調整する。
	
	

	
	
	Ｅ　連帯債務者　　　　　　　申請が未成年の場合は法定代理人の名前が記載されている。
	
	

	
	５
事
業
内
容
	Ａ　事業内容、資金使途（農業経営開始時の施設、機械、資材購入費に限る）
	
	

	
	
	    
	見積書
	契約書
	業者身元
	
	

	
	
	
	ａ　施設設置費
	
	
	
	
	

	
	
	
	ｂ　機械購入費
	
	
	
	
	

	
	
	
	ｃ　資材費（当年度経費）
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	ア　家畜導入費
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	イ　種苗費
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	ウ　肥料費
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	エ　農薬費
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	オ　飼料費
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	カ　その他（　　　　　　　　　　）
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	６
添
付
書
類
	Ａ　就農支援資金貸付申請書
	
	

	
	
	Ｂ　事業計画書
	
	

	
	
	Ｃ　その他添付書類
	
	

	
	
	
	見積書
	
	

	
	
	
	設計図（平面図、立面図）
	
	

	
	
	
	カタログ
	
	

	
	
	
	位置図（事業実施場所）
	
	

	
	
	
	青色申告書（過去３年）
	
	

	
	
	
	農協取引（本人・家族）
	
	

	
	
	
	連帯債務者及び連帯保証人について
	
	

	
	
	Ｄ　就農認定計画書
	
	

	
	
	Ｅ　就農計画認定通知書
	
	

	
	
	Ｆ　同意書（未成年者の場合）
	
	

	
	確　　　　　認　　　　　内　　　　　容
	判 定
	総 合

	２
債
権
保
全
審
査
	１
証
明
書
類
	申請者の対して次の書類の提出を求めたか。
	
	

	
	
	
	ａ　住民票謄本      
	
	

	
	
	
	ｂ　所得証明書類
	
	

	
	
	
	ｃ　国民健康保険証
	
	

	
	
	
	ｄ　宅地・建物の登記簿謄本
	
	

	
	
	
	ｅ　財産証明書
	
	

	
	
	
	ｆ　預貯金残高証明書
	
	

	
	
	就農前の職業等について：
	
	

	
	２
安
全
性
に
つ
い
て
	Ａ　１の書類及び農協オンライン等の照会から見た安全性
	本　人
	同居家族
	
	

	
	
	
	ａ　農協での借入はあるか
	
	
	
	

	
	
	
	ｂ　他金融機関に借入金はあるか。
	
	
	
	

	
	
	
	ｃ　年間元利返済額は年収に応じた返済比率になっているか
	
	
	
	

	
	
	
	ｄ　貸出金、購買代金を延滞したことはないか
	
	
	
	

	
	
	
	ｅ　既貸付金の償還は確実に行われているか
	
	
	
	

	
	
	Ｂ　財務状況から見た安全性
	
	

	
	
	
	ａ　利息負担率は適正か　　　　利息負担率＝支払利息÷農業収入（％）
	
	

	
	
	
	ｂ　償還財源は確保されているか
	
	

	
	
	
	ｃ　流動比率は適正か　　　　　流動比率＝（預金＋出資金）÷農業負債（短期）（％）
	
	

	
	
	
	ｄ　自己資本比率は適正か　　　自己資本比率＝正味資産÷資産計
	
	

	
	
	
	ｅ　借入は可能か　　　　　借入金余力＝土地評価額×0.7＋預金額－（負債計＋保証債務）
	
	

	
	
	Ｃ  債権の安全性
	
	

	
	
	
	ａ　収益見通しの算出基礎となっている単収単価等は無理のないものか。
	
	

	
	
	
	ｂ　償還見通しはあるか（既貸付金がある場合には、それを含めて償還可能性を判断）
	
	

	
	
	
	ｃ　需要・価格動向がある程度変動しても償還可能となるよう余裕をもったものか
	
	

	
	３
連
帯
保
証
人
	Ａ　保証能力を有する個人であること。
	
	

	
	
	Ｂ　連帯保証人の数が
　　次の条件を満たすこと
	貸付金額
	連帯保証人数
	
	

	
	
	
	500万円未満
	１名以上
	
	

	
	
	
	500万円以上
	２名以上
	
	

	
	
	Ｃ　申請者別の条件を満たすこと。
	
	

	
	
	
	申請者と生計を一にする親族以外で原則として県内に居住している。
	
	

	
	
	
	未成年の場合            法定代理人が連帯債務者となっている。
	
	

	
	
	Ｄ　相保証人となっていない。
	
	

	
	
	Ｅ　期限前償還命令を受けて完済していない者、又はこれらの保証人でない。
	
	

	
	
	Ｆ　高齢者ではない。
	
	

	
	
	Ｇ　未成年者ではない。
	
	

	
	
	Ｈ　連帯保証人についても１の証明書等を徴求しているか
	
	

	
	
	Ｉ　連帯保証人は保証能力があると判断されるか
	
	

	
	４
債　務
保　証
	Ａ　基金協会へ申請書類等を送付しているか
	
	

	
	
	Ｂ　基金協会へ債務保証委託申込書を提出しているか
	
	

	
	
	Ｃ　基金協会から債務保証の内諾は得られているか
	
	

	
	５
その他
	
	
	

	
	
	
	
	

	３意見欄
	

	   審査内容は上記の通り相違ありません。
             年　　月　　日
                                                 農業協同組合
                                                                                                     　　


      注）判定欄の記入について　○･･･可決又は了承事項、△･･･要協議事項（地域推進協議会との協議を要する事項
